
３．行政コスト計算書 

  

（１）行政コスト計算書とは 

行政コスト計算書は、当該年度の市民サービスの提供に要したコストと、

その資金源泉である収入の状況を示す表であり、企業にとっての損益計算書

にあたるものです。 

バランスシートは、自治体の資産と負債の状況を明らかにするものでした

が、地方自治体の活動は、資産形成につながらない日々の市民サービスが大

きな比重を占めています。 

このため、自治体の全活動を総合的に把握するためには、市民サービスに

要したコストを一覧的に管理する必要があります。 

また、市民サービスに要したコストを把握することで、行政の効率性を追

求するにあたっての検討材料にすることができます。 

行政コスト計算書はこうした要請に応えて考案されたものであり、当市で

は、平成１６年度決算より作成・公表を行ってきました（平成１６年度分に

ついては、平成１７年度分とあわせて平成１８年度公表）。 

行政コスト計算書は、行政コストと収入項目の一覧表で構成されています。 

 ① 行政コストとは 

行政コストの一覧表は、「人にかかるコスト（人件費、退職給与引当金繰

入）」、「物にかかるコスト（物件費、維持補修費など）」、「移転支出的

なコスト（扶助費、補助費等、繰出金など）」、「その他のコスト」といっ

た性質別経費を縦軸に、議会費、総務費、民生費といった目的別経費を横軸

に、それぞれをマトリックス状に組み合わせることで、市民サービスに要し

たコストが目的別／性質別に一覧できるようになっています。 

行政コスト計算書に計上するコストは、日々の市民サービスに要した経費

のみです。このため、公共施設の建設に要した経費や基金への積立金など、

資産形成に要した経費は行政コスト計算書には計上しません。 

また、現金支出を伴わないコストであっても、市民サービスの提供にあた

って自治体が負担していると認められるものは行政コスト計算書に計上し

ます。 

なお、現金支出を伴わないコストには、公共資産の当該年度分減価償却費

やその年度に不納欠損処理を行った地方税、バランスシート上の退職給与引

当金のうち、その年度に新たに負担することとなった増加分（退職給与引当
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金繰入）などがあります。 

 ② 収入項目とは 

行政コストと同じく、収入項目の一覧表も、「使用料・手数料等」、「国

庫（道）支出金」、「一般財源等」といった性質別収入と、議会費、総務費、

民生費といった目的別収入をマトリックス状に組み合わせることで、資金源

泉となった収入が目的別／性質別に一覧できるようになっています。 

また、公共資産の当該年度分減価償却費をコストに計上したのにあわせて、

公共資産の取得財源となった国庫（道）支出金の当該年度分償却費を、正味

資産国庫（道）支出金償却額として収入項目に計上します。 

収入項目の合計額から行政コストの合計と正味資産国庫（道）支出金償却

額を控除したのが一般財源等増減額であり、これを年度当初の一般財源額

（期首一般財源等）に加えることにより、年度末の一般財源額（期末一般財

源等）が求められます。なお、ここで求められる期末一般財源等は、バラン

スシート上の一般財源等の額と等しくなります。 

 ③ 行政コスト計算書の見方 

利益を追求する民間企業の場合、損益計算書はその年度の利益を算出する

ためのものですが、地方自治体は住民福祉の向上を目的とする団体です。こ

のため、自治体の行政コスト計算書は、収入と経費の差引額を算出すること

よりも、市民サービスの提供に要したコストを明らかにすること自体を重視

しています。行政コスト計算書を見る際には、地方自治体と民間企業の違い

を踏まえながら、こうした点に着目することなどが必要です。 

 

 

（２）登別市の行政コスト計算書 

① 基本的な考え方 

行政コスト計算書については、連結バランスシートと同じく、平成１３

年３月、「地方公共団体の総合的な財政分析に関する調査研究会」により、

作成マニュアルが示されました。 

研究会の作成マニュアルには、行政コスト計算書に関する基本的な考え

方が示されており、当市のバランスシートもこれに準拠しています。 

作成マニュアルによる基本的な考え方は次のとおりです。 

① 対象会計範囲 
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普通会計 

② 作成基準日 

会計年度の最終日（出納整理期間内の資金の出入りは、会計年度終

了までに行われたものとみなす） 

③ 基礎数値 

決算統計データを基礎数値に用いる。 

 

以上の考え方に基づき作成した、登別市の平成１９年度行政コスト計算

書は２９ページのとおりです。 

 

 

② 平成１９年度行政コスト計算書の分析 

  ■全般的事項 

    平成１９年度の行政コスト総額は約１６４億３，８００万円、平成１

８年度と比べて約５億２千万円の減となり、行政コスト計算書の作成を

開始した平成１６年度以降、３年連続の減少となりました。 

一方、収入項目総額は約１５６億６，３００万円、平成１８年度に比

べて約５億６，０００万円の減となりました。 

収入項目総額から行政コスト総額を控除した額に正味資産国庫（道）

支出金償却額を加えた一般財源等増減額は▲２億１，０００万円で、平

成１８年度に比べて約５，４００万円の減少となりました。 

また、期首一般財源等の額に一般財源等増減額を加味した期末一般財

源等は、約１５１億円となっており、普通会計バランスシートにおける

一般財源等の額と一致しています。 

 

  ■性質別コスト分析 

    行政コストを性質別に見ると、「人にかかるコスト（人件費、退職給

与引当金繰入）」は約３７億１，７００万円、「物にかかるコスト（物

件費、維持補修費など）」は約５９億３，８００万円、「移転支出的な

コスト（扶助費、補助費等、繰出金など）」は約６１億５，４００万円、

「その他のコスト」は約６億２，９００万円となっており、いずれも平

成１８年度に比べて減少しました。 
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各性質別コストのコスト総額に対する比率を見ると、「移転支出的な

コスト」が３７．５％と最も高く、次いで「物にかかるコスト」が３６．

１％、「人にかかるコスト」が約２２．６％となっています。 

 

性質別行政コストの状況 

 

性 質 平成１９年度 平成１８年度 

人にかかるコスト ３７億１，７００万円 22.6％ ４０億８，５００万円 24.1％

物にかかるコスト ５９億３，８００万円 36.1％ ５９億４，８００万円 35.1％

移転支出的なコスト ６１億５，４００万円 37.5％ ６２億４, ４００万円 36.8％

その他のコスト ６億２，９００万円 3.8％ ６億７，９００万円 4.0％

 

 

  ■目的別コスト分析 

    行政コストを目的別に見ると、民生費が約６３億２，５００万円と最

も多く、行政コスト全体の３８．５％を占めています。 

民生費の内訳を見ると、扶助費が約３３億０，６００万円、繰出金が

約１４億４，７００万円となっており、扶助費と繰出金で民生費全体の

約７５％以上を占めています。 

ただし、民生費では、使用料・手数料等と国庫（道）支出金を合わせ

て約２８億０，７００万円の収入があり、民生費のコスト総額の４４．

４％に上ることから、一般財源の負担率は５５．６％程度となっていま

す。 

また、土木費の行政コストは、公共資産の減価償却費の割合が高いた

めに、約２６億９，０００万円と民生費に次いで多く、行政コスト全体

の１６．４％を占めています。 
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目的別行政コストの状況 

 

行政目的 平成１９年度 平成１８年度 

議会費 １億９，７００万円 1.1％ ２億３,５００万円 1.4％

総務費 １７億２，８００万円 10.5％ １６億６，０００万円 9.8％

民生費 ６３億２，５００万円 38.5％ ６２億４，８００万円 36.8％

衛生費 １７億７，５００万円 10.8％ １８億  ６００万円 10.７％

土木費 ２６億９，０００万円 16.4％ ２７億８，３００万円 16.4％

消防費 ７億８，３００万円 4.8％ ８億８，９００万円 5.2％

教育費 １７億９，６００万円 10.9％ １８億６，２００万円 11.0％

公債費 ５億７，９００万円 3.5％ ６億２，４００万円 3.7％

その他 ５億６，６００万円 3.5％ ８億５，１００万円 5.0％

  ※その他～労働費、農林水産業費、商工費、災害復旧費、不納欠損額 

 

 

  ■市民１人当たりの行政コスト 

市民１人当たりの行政コストは総額で約３１万円となっており、市民

１人に対する行政サービスの提供に３１万円程度を要していることがわ

かります。これを性質別に見ると、「人にかかるコスト」は約７万円、

「物にかかるコスト」は約１１万円、「移転支出的なコスト」は約１２

万円、「その他のコスト」は約１万円となっています。 
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市民１人当たりの性質別行政コスト

総額３１０，７０８円

人にかかるコスト 
 70,258 円  23% 

物にかかるコスト
 112,239 円  36%

移転支出的なコスト 
 116,322 円  37% 

その他のコスト
 11,889 円 4%

 

 

 

また、市民１人当たりの行政コストを目的別に見ると、民生費が約１

２万円、土木費が約５万円、教育費が約３万円などとなっています。 

 

 
市民１人当たりの目的別行政コスト

総額３１０，７０８円 

 

消防費
14,800 円  5% 

教育費 
 33,948 円 11%

土木費
50,846 円  16%

衛生費 
33,551 円 11% 

民生費
119,554 円 38%

その他

58,009 円 19%
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行政コスト計算書

（単位：百万円）

総　　　額 （構成比率） 議 会 費 総 務 費 民 生 費 衛 生 費 労 働 費 農林水産業費 商 工 費 土 木 費 消 防 費 教 育 費 災 害 復 旧費 公 債 費 不 納 欠 損額

（１） 人件費 3,634 22.1 178 937 805 195 9 61 118 276 626 427

1 （２） 退職給与引当金繰入 83 0.5 4 21 18 4 0 1 3 6 14 10

3,717 22.6 182 958 824 200 9 63 121 283 641 437

（１） 物件費 2,688 16.4 12 400 340 914 15 11 23 167 54 752 0

（２） 維持補修費 287 1.7 8 17 26 0 2 5 186 3 41

2 （３） 減価償却費 2,963 18.0 0 248 141 531 11 34 96 1,437 74 391

（４） その他 0 0.0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

5,938 36.1 12 657 498 1,471 26 47 124 1,789 132 1,183

（１） 扶助費 3,441 20.9 3,306 71 64

（２） 補助費等 637 3.9 3 113 250 23 13 26 71 16 10 112

3 （３） 繰出金 2,063 12.6 1,447 11 603
普通建設事業費
（他団体への補助金等）

6,154 37.4 3 113 5,003 104 13 39 74 618 10 176

（１） 災害復旧事業費 0 0.0 0

（２） 失業対策事業費 0 0.0

4 （３） 公債費（利子分のみ） 579 3.5 579

（４） 債務負担行為繰入 0 0.0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（５） 不納欠損額 50 0.3 50

629 3.8 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 579 50

16,438 197 1,728 6,325 1,775 48 149 319 2,690 783 1,796 0 579 50

1.1 10.5 38.5 10.8 0.3 0.9 1.9 16.4 4.8 10.9 0.0 3.5 0.3

1 1,213 75 202 390 1 9 6 131 8 199 0 193

7.4 4.3 3.2 22.0 2.1 6.0 1.9 4.9 1.0 11.1 #DIV/0! 33.3

2 2,956 0 0 116 2,605 49 0 7 0 150 15 14 0

18.0 6.7 41.2 2.8 0.0 4.7 0.0 5.6 1.9 0.8 #DIV/0!

3 11,494

69.9

15,663 ※　各項目で四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。

4

5 15,301

6 15,091期 末 一 般 財 源 等

差 引 ( e - a + f )
▲ 210

一 般 財 源 等 増 減 額

565
支 出 金 償 却 額 ｆ

期 首 一 般 財 源 等

一 般 財 源 ｄ

d/a

収 入 ( b + c + d ) e

正 味 資 産 国 庫 （ 道 ）

使 用 料 ・ 手 数 料 等 ｂ

b/a

国 庫 （ 道 ） 支 出 金 ｃ

c/a

小計

行 政 コ ス ト ａ

（構成比率）

【収入項目】

小計

0 0 0 00 0 0 1313 0.1 0 0

【行政コスト】

小計

小計

（４）
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４．今後の取り組み 

 

すでに説明してきたように、これまで、地方自治体では、その年度におけ

る歳入／歳出の均衡に主眼を置いてきましたが、バランスシートによる適切

な債務管理を行うことで、中長期的な視点に立った財政運営が可能になりま

す。 

また、これまで自治体の財政状況を表す指標は、経常収支比率や公債費負

担比率など、単年度の財政状況を分析するものが中心でしたが、昨年６月に

制定された「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」では、自治体の実

質的な負債を表す指標（将来負担比率）が新たに導入されるなど、今後、バ

ランスシートによる債務管理の重要性はいっそう高まると考えられます。 

一方、行政コスト計算書は、市民サービスの提供にかかったコストを、現

金支出を伴わないものも含めて表した表であり、これにより、資産形成につ

ながらない、日々の市民サービスの提供に要した費用を総合的に把握するこ

とができることに加えて、これをもとに事業別のコスト計算を行うことで、

個々の事業の効率性を判断する材料を得ることができます。 

また、平成１８年８月には、総務省によって、「地方公共団体における行

政改革の更なる推進のための指針」が示され、バランスシート、行政コスト

計算書に加えて、資金収支計算書、純資産変動計算書の整備に取組むことが

義務付けられました。 

これにより、全国の地方自治体は、平成２０年度決算までには、４表の整

備または４表の作成に必要な情報の開示に取組まなければならないことと

なりました。 

こうした状況を踏まえて、当市では今後も、バランスシートと行政コスト

計算書の活用による適切な行財政運営に心がけるとともに、国からの情報提

供や他市の状況等を踏まえながら、既存２表の精緻化、さらには新たな財務

諸表の整備に努めてまいりますので、市民の皆さんには地方自治の主役とし

て、引き続き、市の行財政の状況に高い関心を持ち続けていただければ幸い

です。
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